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　講師の倉阪秀史氏は、『エコロジカルな経済学』、ちくま新書、2003年の著者で、ほかにも何冊
かの環境経済の専門書を出しておられる。氏は1987年に環境庁に入庁し、温暖化やリサイクル、
企業の環境対策、環境基本法などに携わってきた。それらの経験を基に、外部性を「ごみ」と具体
的に定義し、環境問題＝「ごみ」問題の解決には、環境に関する広報活動よりも環境制度確立が重
要であると主張する、気鋭の環境経済学者である。
　環境研究会ではこれまで単独で研究会活動を行ってきたが、今回の研究会は、環境研究会と経済
研究会が共催した最初の合同研究会である。環境と経済が不可分の関係にあるとの認識に立って、
経済研究会主査の高橋五郎教授と相談した結果である。倉阪氏が講演に使用されたパワーポイント
は次頁以下に示すとおりで、講演はパワーポイントの順に進められた。このパワーポイントを読む
だけで講演内容の大筋は理解できるので、それとの重複を避けて私が気づいた点だけを以下に簡単
に述べる。

　倉阪氏は、環境を「人をとりまく物理的自然的存在であって、人が設計していないもの」と定義
している。法律をつくる側からすると、そのように定義せざるをえないのであろうが、実際は、人
をとりまく環境は自然的環境と社会的環境からなっている。近年では、とくに都市域では、社会的
環境の比重が自然的環境の比重をはるかに上回っている。日本の公害問題は、確かに経済活動に伴
う外部性としての「ごみ」による「自然の破壊」であったが、本中間報告書の「はじめに」でも書
いたように、産業経済活動が「もの」の生産から「情報」の生産へとシフトしても、「情報による
汚染」という社会問題が起こる。「ごみ」による汚染の後にくる「情報」による汚染までも環境問
題の中に含めると、氏による環境の定義は不十分ということになる。
　私は、環境問題を「自然と人間の関係は如何にあるべきか」を問う問題と定義している。この定
義でも社会は無視されていると思われるかもしれないが、「人間活動による自然の変化→変化した
自然による社会の変化」というフィードバック・プロセスまでを視野に入れると、自然と人間の関
係の中には社会の変化が内包されている。
　中国政府は、後発性という産業経済条件の下で、2006年の第11次５カ年計画開始にあったって、
本中間報告書で翻訳・紹介した諸論文が示唆するように、公害問題、資源問題、生態保護問題、社
会問題を一括して解決するために動き出した。「方法論」で議論した「トンネル・ルート」を歩み
始めたと言い換えてもいい。未開の地を切り開きながら進まなければならないこの道は険しく、目
的地は遥かに遠い。そこへたどり着くことができるかどうかも定かではない。中国の国家体制はトッ
プダウン的な手法に強いという利点をもつが、世界の「常識」では、環境問題への対処にはボトム
アップ的な手法も不可欠である。日本と中国の環境協力が水平段階に入ったといわれる所以であろ
う。 （榧根勇　記）
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